







　肝炎対策基本法（平成 21 年法律第 97 号）は、肝炎対策の総合的な推進を
図ることを目的としている。これに基づき、厚生労働省に肝炎対策推進協議
会が設置され、同協議会は、「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」（平成










1	 平成 20 年患者調査から、B型肝炎患者は約 7万人、C型肝炎患者は約 37 万人と推計


























































































肝炎患者 1705 人（回答率 57.4％）から回答を得た。関連する情報を得るた
め関係機関・関係者に対しても実施し、拠点病院の肝疾患相談センター 59
か所（同 84.3％）、保健所 199 か所（同 88.4％）、地方自治体 13 自治体（同
76.4％）4、弁護士会 23 会（同 44.2％）、法務局 50 庁（同 100％）、医療従事者
1062 人（同 31.5％）から回答を回収している。また、肝炎患者の対照群と
して、この問題の受け止め方等を知るため、一般生活者、学校教職員に対し


































一つ以上を「明確に経験した」は、患者団体で 41.3％、患者モニター 8 で
21.6％、「経験した」は、患者団体で 39.3％、患者モニターで 22.2％であって、
5	 質問事項・設問について、詳しくは、平成 23 年度報告書 6頁以下、同 24 年度報告書
321 頁以下、375 頁以下、429 頁以下参照。
6	 具体的質問事項については、平成 23 年度報告書 3頁以下参照。
7	 肝疾患相談センター相談員等に対する聴取結果については、平成 24 年度報告書 55 頁
以下【報告書 2】～【報告書 4】、同 25 年度報告書 41 頁以下【報告書 10】参照。







　（2）肝炎患者 49人に対するヒアリングでは、医療関係 25人、保険関係 22人、
交際関係 14人、就職・職場関係 14人、歯科関係 13人、学校関係 7人、結婚





9	 各事例については、総合研究報告書 6～ 9 頁参照。なお、偏見や差別に関する聴取結
果は、同 24 年度報告書 443 頁以下【資料 13】、同 25 年度報告書 215 頁以下【資料 14】
にまとめている。
【図表①】肝炎患者の偏見や差別経験


































11	平成 24 年度報告書 255 頁、256 頁以下【資料 2】。
12	平成 24 年度報告書 241 頁以下【資料 2】。
13	保険加入拒否については、総合研究報告書 6頁、8頁参照。
【図表③】一般生活者の肝炎患者に対するイメージ

















14	この分析の概要については、総合研究報告書 20 頁以下、その詳細については、平成 25
年度報告書 87 頁以下の【報告書 15】「Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者イメージを用い
た因子分析・クラスター分析」参照。
【図表④】肝炎患者に対する偏見や差別の原因について




























15	平成 24 年度報告書 367 頁、368 頁、370 頁（一般生活者【資料 9】〔問 2-13〕）、〔問
2-15〕）、313 頁（医療従事者【資料 6】〔問 1-7〕）。












































18	その概要は、総合研究報告書 30 頁以下、詳しくは、平成 23 年度報告書 73 頁以下（韓
国）・同 25 年度報告書 76 頁以下（【報告書 13】韓国）、同 24 年度報告書 69 頁以下（【報
告書 5】カンボジア）、75 頁以下（【報告書 6】ベルギー、ルクセンブルク、スウェーデ
ン、フィンランド）、101 頁以下（【報告書 7】ケニア）、105 頁以下（【報告書 8】英国）、
同 25 年度報告書 49 頁以下（【報告書 11、12】米国）参照。
19	Charles	Gore 氏（世界肝炎連盟会長）、Achim	Kautz 氏（ヨーロッパ肝炎患者団体副代表）
に対するヒアリング（平成 24 年度報告書 79頁【報告書 6】、106 頁【報告書 8】）参照。
20	平成 25 年度報告書 71 頁【報告書 12】参照。偏見や差別に関わる stigma や trauma も、
薬物に関連しているようであった（英国・スコットランドでのぺトラ氏に対するヒア




























21	平成 25 年度報告書 73 頁以下「米国におけるＢ型肝炎、Ｃ型肝炎患者に対する差別状
況と合衆国政府の対応」（【報告書 13】）参照。
22	平成 24 年度報告書【報告書 6】79 頁（ドイツ）、83 頁（スウェーデン）、92 頁（フィ






























































ている（95 頁以下【資料 15】【資料 16】）。
	 調査研究・検討の不十分なところも少なくないが、私どもの研究が、肝炎患者に対す
る偏見や差別の被害の防止のためのガイドラインの策定と肝炎対策推進のための施策
の一助となり活かされることを願っている。

